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第 ３ 章 

 

危険物予防の部 
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利用にあたって 

利用にあたって 

 

  この統計は、総務省消防庁が実施した令和５年度危険物規制事務調査及び令和６年防

火対象物実態等調査等をもとに集計作成したものである。 

 

第 6・14表関係 

本籍等書換とは、氏名、本籍等免状の記載事項に変更のあった場合に行う書換を指す。 

 写真書換とは、免状取得者が交付年月日から 10年以内ごとに行わなければならない免状

の顔写真の書換を指す。 

 

第 8・10・11表関係 

 特定防火対象物とは、映画館・飲食店・百貨店・旅館・病院等消防法施行令別表第 1（1）

項から（4）項、（5）項イ、（6）項、（9）項イ、（16）項イ、（16の 2）項及び（16の 3）項

の用途に供するものをいう。 

非特定防火対象物とは特定防火対象物以外のものをいう。 

 

第 10表関係 

○甲種防火対象物とは、次のものをいう。 

・ 消防法施行令別表第１（6）項ロ、（16）項イ及び（16の 2）項の特定防火対象物（（16）

項イ及び（16の 2）項は、（6）項ロの用途が存するもの）で、収容人員が 10人以上の

もの。 

・ （6）項ロを除く特定防火対象物（（16）項イ及び（16 の 2）項は、（6）項ロの用途

部分を除く）で収容人員 30人以上かつ延べ面積 300㎡以上のもの。 

・ 非特定防火対象物で収容人員 50人以上かつ延べ面積 500㎡以上のもの。 

○乙種防火対象物とは、次のものをいう。 

・ （6）項ロを除く特定防火対象物（（16）項イ及び（16 の 2）項は、（6）項ロの用途

部分を除く）で収容人員 30人以上かつ延べ面積 300㎡未満のもの。 

・ 非特定防火対象物で収容人員 50人以上かつ延べ面積 500㎡未満のもの。 

 

第 12表関係 

防火対象物定期点検報告制度とは、一定の規模、用途の防火対象物の管理権原者が、防

火対象物点検資格者(火災の予防に関する専門知識を有し、一定の資格を有する者)に、防

火管理上必要な業務、消防法令により義務付けられている消防用設備等の設置及び維持等

について点検基準に適合しているかどうかを定期に点検させ、その結果を消防長又は消防

署長に報告する制度である。 
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危険物の概況 

危険物の概況 

 

  危険物製造所等設置状況【第１表参照】 

 
 令和７年３月 31日現在の県内の危険物製造所等の設置状況は、総設置数は 5,493施設と

なっている。施設の内訳をみると、地下タンク貯蔵所が 1,435施設（26.1％）と最も多く、

次いで移動タンク貯蔵所 1,199 施設（21.8％）、一般取扱所 903 施設（16.4％）、給油取扱

所 693施設（12.6％）、屋外タンク貯蔵所 547 施設（10.0％）の順となっている。 
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設置数の過去１０年間の推移は次のとおりである。 
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予防の概況 
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予防の概況 

１  防火対象物の状況【第 8表参照】 

  令和７年 3月 31 日現在の防火対象物の状況は、総数で 40,476 件となっている。 

  主な内訳を見ると、共同住宅等（5 項ロ）が 7,779 件（19.2％）と最も多く、次いで

工場又は作業場（12 項イ）が 6,594件（16.3％）、事業場（15項）が 6,488件（16.0％）、

倉庫（14項）4,104件（10.1％）、複合用途防火対象物（特定含）（16項イ）2,979件（7.4％）、

百貨店、マーケット等（4項）2,401件（5.9％）の順となっている。 

  なお、防火対象物数の過去 10年間の推移は次のとおりである。 

 

 

防火対象物施設総数 

 

 

    （※１）特定防火対象物･･･多数の者が出入りするもので政令で定めるもの。 

（消防法 17 条の２の５第２項第４号） 

    （※２）非特定防火対象物･･･特定防火対象物以外のもの。 

  

（件数） 
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２  防火管理の状況【第 10表参照】 

   令和７年 3 月 31 日現在の防火管理の実施状況は、防火管理実施義務対象物 10,246

件に対し、防火管理者を選任している防火対象物は 9,174 件（選任率 89.5％）、消防

計画を作成している防火対象物は 8,706 件（作成率 85.0％）となっている。 

 

３  主な消防用設備等の設置状況【第 11表参照】 

  令和７年 3 月 31 日現在の主な消防用設備等の設置状況は、屋内消火栓設備の設置率

87.3％、スプリンクラー設備の設置率 97.4％、自動火災報知設備の設置率 94.4％、漏電

火災警報器の設置率 98.5％、非常警報設備の設置率 94.8％、避難器具の設置率 97.1％、

誘導灯の設置率 97.2％となっている。 

 

４  防火対象物定期点検報告制度の状況【第 12表参照】 

  令和７年 3月 31 日現在の防火対象物定期点検報告制度の実施状況を見ると、点検報告

制度の対象物は 1,331 件、点検報告件数については 935件となっている。 
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第１表  危険物製造所等設置状況（完成検査済証交付施設） 
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第２表  危険物製造所等設置状況（数量別及び種別） 

 
 

第 ３ 表   危 険 物 施 設 別 立 入 検 査 実 施 数
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第４表  危険物施設事故発生状況 

第表  平成３１年度（令和元年度）危険物取扱３１年度（令和元年度）危険物取扱者免状交付等状況 
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平成３１年度（令和元年度）危険物取扱者保安講習実施状況 
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第 ８ 表   防 火 対 象 物 の 状 況 （ そ の １ ）
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第９表  防火対象物の状況（その２） 
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第 15 表  平 成 31 年 度 （ 令 和 元 年 度 ） 消 防 設 備 士 法

定 
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